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2025 年 2月 

サステナビリティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）会議報告 

I. 概要 

1. 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）の諮問機関であるサステナビ

リティ基準アドバイザリー・フォーラム（SSAF）会議が、2025年 2月 18日、モントリオ

ールにて、対面及びビデオ会議のハイブリッド方式により開催された。当該 SSAF会議の

主な概要は次のとおりである。 

2025年 2月 SSAF会議出席メンバー  

（SSAFメンバー） 

組織名 

パン・アフリカ会計士連盟（PAFA） 

ブラジルサステナビリティ報告委員会（CBPS） 

カナダサステナビリティ基準審議会（CSSB） 

ラテンアメリカ会計基準設定主体グループ（GLASS） 

メキシコ財務報告基準審議会（CINIF） 

サステナビリティ基準委員会（SSBJ） 

中国財政部会計司（MOF-ARD) 

韓国会計研究院（KAI）及び金融委員会（FSC） 

インド勅許会計士協会（ICAI） 

サウジ勅許職業会計士協会（SOCPA） 

エフラグ（EFRAG） 

スイス連邦財務省（SIF） 

英国財務報告評議会（FRC） 

（ISSB参加者） 

Sue Lloyd副議長、ISSBボード・メンバー、担当スタッフ 

（オブザーバー） 

欧州委員会（EC）、証券監督者国際機構（IOSCO）、グローバル・レポーティング・イニシア

ティブ（以下「GRI」という。） 
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2025年 2月 SSAF会議の議題 

議 題 
予定 

時間 

実際 

時間 

参照 

ページ 

1 法域のアップデート 20分 20分 2 

2 IFRS 財団デュー・プロセス・ハンドブックに対

する修正案 

30分 45分 4 

3 2024年 11月に公表された教育的資料「サステナ

ビリティ関連のリスク及び機会、並びに重要性が

ある情報の開示」の概要 

75分 80分 7 

4 教育的資料に関するアップデート 45分 25分 8 

5 SASBスタンダードの向上 60分 60分 10 

6 生物多様性、生態系及び生態系サービス

（BEES）並びに人的資本 

45分 40分 11 

7 アジェンダ計画及び会議概要 30分 10分 12 

今後の日程(予定) 

2025年 5月 13日及び 14 日（ビデオ会議） 

SSAF会議への対応 

2. 今回の SSAF会議は、直近のサステナビリティ基準委員会（当委員会）の開催までにアジ

ェンダ・ペーパーが公表されなかったため、当委員会事務局において、発言案等の検討を

行った。 

II. 法域のアップデート 

議題の概要 

3. IFRS 財団は、ISSBが公表した IFRSサステナビリティ開示基準（以下「ISSB 基準」とい

う。）の導入状況について法域別にまとめたプロフィール（jurisdictional profiles）を

2025 年半ばに公表することを予定している。本セッションでは、各法域より、サステナ

ビリティ開示基準の導入に関する最新の取組み状況が報告された。 
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SSAF会議での議論の概要 

4. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 明日、我々の法域におけるサステナビリティ開示基準の公表議決を行う予定であり、

公表が承認されれば、当初の予定どおり、エディットを経て 2025 年 3 月末までに

SSBJ基準を公表する予定である。 

 我々の法域において、いつ、どの企業が SSBJ基準を適用するかは、SSBJ ではなく

当局が決定することとなるが、企業は任意で SSBJ基準に従った開示を行うことがで

きる。SSBJ 基準は ISSB 基準に整合させており、SSBJ 基準を適用する企業が、同時

に ISSB基準への準拠表明も行うことができるようにしている。（SSBJ） 

(2) PAFAを構成する 48 か国のうち、ケニア、ナイジェリア、ルワンダ、タンザニア、ウ

ガンダ、ザンビア、ジンバブエの 7か国が ISSB基準の適用を表明し、適用に向け、

ロードマップの作成を進めている。その他の国々についてもキャパシティ・ビルデ

ィングをはじめとした取組みを進めている。 

(3) 我々の法域では、2024 年 11 月に ISSB 基準を基礎としたサステナビリティ開示基準

の基本基準を公表し、2025年には気候基準や適用ガイダンス等を公表し、2030年ま

でに我々の法域におけるサステナビリティ開示制度を確立することを目標としてい

る。ISSB には、産業別の教育的資料や、言葉遣いを簡単にし図表等を用いた重要性

（materiality）評価プロセス等の教育的資料について、開発を要望する。 

(4) 我々の法域では、2024年 12月にサステナビリティ開示基準を公表した。スコープ 3

温室効果ガス排出及びシナリオ分析の要求事項に関する経過措置の緩和を除き、

ISSB基準と整合している。また、並行して 3年間の運営方針案を公表した。我々は、

この方針案と基準の導入のためのアウトリーチを同時に行っている。 

(5) 我々の法域では、2025年 1月に当局より規則が公表された。これにより、2025年か

ら ISSB 基準に基づく任意開示が可能となり、2026 年から金融機関を除く一部の企

業に対して ISSB基準に基づく開示が求められることとなった。 

(6) 我々の法域では、2024 年 11 月に ISSB 基準のポルトガル語への翻訳を終えた。2026

年から適用を開始し、2028 年から合理的保証が求められるが、実施に懸念があるた

め、6月に国際会議を開催し、実施に向けた連携の必要性等を関係者に示す予定であ

る。 

(7) 2025年上期に、サステナビリティ開示基準及びロードマップを公表予定である。 
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(8) 昨今の状況を踏まえ、欧州委員会（EC）より CSRD の改訂を含むオムニバス法案が 2

月末に公表される予定である1。当局より要請があれば、ESRSの修正等について対応

する予定である。 

(9) 我々の法域では、昨年 ISSB基準の翻訳が終わり、周知の段階にある。 

(10) 我々の法域では、ISSB 基準を取り入れるかどうかを検討するための独立諮問機関に

よる検討の結果、経過措置のさらなる緩和及び「世界産業分類基準」（以下「GICS」

という。）に関する要求事項の変更が提案された。今後、これらの提案に基づきサス

テナビリティ開示基準の公開協議を実施し、2025 年後半に適用対象企業の議論を行

う予定である。 

(11) IOSCO では、当局を対象として、ISSB 基準の理解を深めるためのキャパシティ・ビ

ルディング・プログラムを実施している。また、ISSB 基準について当局が何をすべ

きかを考え、実施までのロードマップの作成を支援するプログラムも実施している。 

(12) GRIでは労働関連基準の見直しを進めている。また、気候変動関連（温室効果ガス排

出やエネルギー）の基準の開発プロジェクトの立ち上げについても検討している。

ISSBとは、生物多様性及び人的資本の基準に関して、緊密に連携している。 

 

III. IFRS財団デュー・プロセス・ハンドブックに対する修正案 

議題の概要 

5. IFRS財団は、2024年 12月 19日に公開草案「IFRS財団『デュー・プロセス・ハンドブッ

ク』の修正案」（以下「本公開草案」という。）を公表した（コメント期限：2025 年 3 月

28日）。本セッションでは、IFRS財団のガバナンス・チームのスタッフから、本公開草案

について説明がなされ、質問及び意見交換が行われた。 

SSAF会議での議論の概要 

6. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 本公開草案に対して、コメント・レターを提出するかどうか、また提出する場合、

SSBJ及び企業会計基準委員会（ASBJ）の連名とするかどうか検討している。 

 IFRS 会計基準と IFRS サステナビリティ開示基準との間のコネクティビティに関

 
1 2025 年 2 月 26 日、EC は CSRD（企業サステナビリティ報告指令）等の適用企業を削減する提案を含

むオムニバス法案を公表した。 
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する考え方と、会計基準にとらわれない（GAAP agnostic）サステナビリティ開示基

準を開発するという ISSBにおける基本的な考え方との関係について、どのように整

理しているのか。（SSBJ） 

(2) （（1）の発言に関して）私見であるが、コネクティビティについては 2 つの側面が

あり、1つは ISSB 基準が要求する情報が財務諸表とどのように関連しているかとい

うことであり、この文脈では、財務諸表が準拠する会計基準にとらわれない。もう 1

つは、IASBと ISSB は姉妹組織であるため、IFRS会計基準と IFRSサステナビリティ

開示基準の間にできる限り齟齬がないようにするということであり、基準を利用す

る者にとって有用と考えられる。（Sue Lloyd副議長） 

(3) IFRS解釈指針委員会は、会計基準のみを扱う委員会であるため、例えば「IFRS会計

基準解釈指針委員会」という名称に変更してはどうか。 

 また、ISSBのデュー・プロセスを IASBと整合させることは一貫性の確保に役立つ

ものの、ISSB 基準は、GHG プロコトルや GICS 等の IFRS 財団の外部の取組みに依拠

する特徴がある。このため、デュー・プロセス・ハンドブックにおいて、当該外部の

取組みにおける基準が変更された場合の取扱いをどのように管理するのか、明確に

する必要があるのではないか。 

(4) はじめに、移行支援グループ（TIG）と解釈指針委員会の関係を理解したい。サステ

ナビリティについては、解釈の検討のための別の手段が必要ではないか。 

 2 点目として、SASB スタンダードは、ISSB 基準に含まれないものの、重要な要素

であるため、SASBスタンダードのデュー・プロセスについて「承認（ratification）」

で十分か疑問である。 

 3 点目として、サステナビリティ報告には、IASB の概念フレームワークと対にな

る特定の概念フレームワークが必要であると考えており、すべてを IASBの概念フレ

ームワークの中で扱うことが適切か疑問である。 

 4点目として、教育的資料について、単なる教材と、新しいアイディアを生み出す

教材との線引きは難しいと考えられる。 

 5 点目として、適用後レビュー（PIR）について、我々の法域では、適用後の初期

段階であっても迅速なレビューが求められている。特に ISSB基準は短期間で開発さ

れ、完璧ではないことも考えられるため、期限を設けることも必要ではないか。 

(5) （（4）の発言に関して）解釈指針委員会は、定款及びデュー・プロセス・ハンドブッ

クに定めがあるのに対して、TIG及び IASBにおける移行リソース・グループ（TRG）

は定めがない。IFRS 財団の定款変更にあたり、ISSBのための解釈指針委員会の設置

について検討したが、状況の進展に応じて事後的に再検討することとなっている。 
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 SASB スタンダードについては、ご指摘のとおりであるが、産業別の指標を開示す

るという要求事項を支援するための情報を提供するという特別な役割であるため、

特殊な扱いとなっている。（Sue Lloyd副議長及び IFRS財団スタッフ） 

(6) 両審議会が同じデュー・プロセスを適用すべきという基本的な考え方に同意する。

また、両審議会が互いに学ぶことも可能となるため、コネクティビティに焦点を当

てる点も支持する。 

 2点目として、解釈指針委員会については、TIGがその役割を果たす可能性がある

が、コネクティビティの観点から、IASBと ISSBで１つの解釈指針委員会を設置する

という考えがあるか確認したい。 

 3 点目として、SASB スタンダードは、ISSB 基準とは別に維持していくのか、将来

的に ISSB基準に取り入れるのか、ISSBの意図を明確にすべきである。仮にどのよう

に取り入れるのかが明確にされないまま、改訂 SASB スタンダードが ISSB 基準に取

り入れられる場合、デュー・プロセス上懸念がある。 

 この点に付随して、ISSB 基準が GICS や GHG プロトコルといった第三者の資料を

用いることを要求する場合に、ISSB 基準においてなぜそれらを用いることが必要な

のか、その理由を共有できる技術的な評価プロセスが必要である。 

 最後に、基準とタクソノミの開発において、より連携することが必要であると考

える。 

(7) SASBスタンダードの役割について明確にすべきである。 

(8) （（6）及び(7)の発言に関して）SASBスタンダードに関して意図を明確にすべきとす

る指摘については、SASBスタンダードが果たす役割に依拠するものであり、仮にSASB

スタンダードの一部が ISSB基準の要求事項を構成することとなった場合、デュー・

プロセスに基づき公開協議の対象となる。 

 GHGプロコトル等の ISSBが自ら開発していない資料を ISSB基準において参照し、

これらを用いることを要求事項としたことは、かなり異例である。GHGプロコトルに

ついては、公開草案に対するフィードバックを踏まえ、「温室効果ガスプロトコルの

企業算定及び報告基準（2004年）」を用いるよう、バージョンを特定した。今後、GHG

プロコトルが更新された場合、要求事項を変更するかどうか公開協議の対象となる。

（Sue Lloyd副議長及び IFRS財団スタッフ） 

(9) 適用後レビュー（PIR）に関して、修正案の目的を確認したい。 

(10) （（9）の発言に関して）今回の修正案の目的は、適用後レビュー（PIR）が、基準設

定をやり直すことではなく、実務において基準が意図したとおりに機能しているか
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どうかを評価することであることを明確にすることである。（IFRS財団スタッフ） 

 

IV. 2024 年 11 月に公表された教育的資料「サステナビリティ関連の

リスク及び機会、並びに重要性がある情報の開示」の概要 

議題の概要 

7. ISSB は、2024 年 11 月に教育的資料「サステナビリティ関連のリスク及び機会、並びに

重要性がある情報の開示」（以下「本教育的資料」という。）を公表した。 

8. 本セッションでは、ISSB 担当スタッフから本教育的資料の概要について説明がなされ、

ISSB担当スタッフから提示された次の質問に沿って、意見交換が行われた。 

(1) 本教育的資料に関して、質問又はコメントがあるか。 

(2) 公表された文書及び公表されるウェビナー以上に、本教育的資料を共有し、又はより

利用可能なものとする提案はあるか。 

SSAF会議での議論の概要  

9. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) まず、財務諸表とサステナビリティ関連財務開示の「重要性がある（material）情

報」の定義が同じであるという点に違和感がある。同じであるならば重要性がある

サステナビリティ関連財務開示はすでに財務諸表に含まれているはずである。サス

テナビリティ関連財務開示のための概念フレームワークが必要ではないか。 

 次に、「ステップ 1」で「潜在的に重要性がある（material）リスク及び機会に関

する情報を識別する」とあるが、気候関連の情報にそもそも重要性がない企業につ

いても、最初のステップを経なければならないことになるのではないか。 

 最後に、我々の法域では、重要性（materiality）の判断の閾値について多くの質

問が寄せられている。 

(2) （（1）の発言に関して）まず「重要性がある（material）」の定義については、全く

同じではなく、サステナビリティ関連財務開示の文脈において定義している。 

 次に、本教育的資料の「ステップ 1」は、企業が、潜在的に重要性がある（material）

リスク及び機会があると判断した場合に経ることとなるプロセスである。 

 重要性の閾値については、本教育的資料は、企業が検討するにあたり出発点とな

る情報を提供する可能性がある。（ISSBスタッフ） 
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(3) 本教育的資料によって、IFRS S2号のフレームワークが明確になった。このフレーム

ワークを適用し、具体的に気候関連のリスク及び機会をどのように識別するのかに

ついて事例を示すことが有用と考える。 

 本教育的資料では、識別されたリスク及び機会を SASBスタンダードに基づいて開

示すると読めるが、一方でリスク及び機会を識別するための参照ツールとも記述さ

れている。両方の側面があるのであれば、教育的資料において明確にするべきでは

ないか。 

(4) （（3）の発言に関して）ISSB基準において、SASBスタンダードは、サステナビリテ

ィ関連のリスク及び機会の識別、並びに開示トピックに関連する指標の識別に用い

られることを明確に定めている。本教育的資料は、ISSB 基準を適用するうえでの一

例を示している。（ISSBスタッフ） 

(5) 我々の法域では、重要性（materiality）の判断とサステナビリティ関連のリスク及

び機会の識別を分けて、それぞれ教育的資料を作成することとした。 

 また、重要性がある（material）情報の判断を支援するため、すべての子会社の情

報を収集して重要性がある（material）情報を識別するのではなく、すべての重要性

がある（material）子会社の情報を開示すべきとの報告書を作成した。 

(6) 我々の法域では、リスク及び機会の識別、並びに重要性がある情報の識別に関して、

主要な利用者の共通の情報ニーズを識別することが課題であると考えている。 

 

V. 教育的資料に関するアップデート 

議題の概要 

10. 本セッションでは、ISSB 担当スタッフから、公表された又は開発中の教育的資料につい

てのアップデートが提供された。これには、移行計画タスクフォース（TPT）2の資料に基

づく、移行計画についての開示に関する教育的資料が含まれる。 

11. また、TPT の資料を教育的資料に取り入れるにあたり、次のことを考慮することが ISSB

担当スタッフにより提案されている。 

 
2 TPT は、移行計画の開示に関するフレームワークを開発するため、国連気候変動枠組条約第 26 回締

約国会議（COP26）において英国により設立された。2024 年 4 月に、TPT は 7 つの産業に関する移行計

画のガイダンスを含む、最終報告書を公表した。その後、IFRS 財団は TPT の開示に関連する資料（13

の文書）について、責任を引き継ぐことを公表し、これらの資料を用いて教育的資料を開発することを

約束している。 
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(1) 国際的な適用可能性を確保する。 

(2) ISSBのグローバル・ベースラインと、IFRS S2号の焦点（投資者及び資本市場のニー

ズを満たすための、企業の見通しに影響を与える気候関連リスク及び機会の開示）と

を完全に両立可能とする。 

12. ISSB担当スタッフから提示された次の質問に沿って、意見交換が行われた。 

(1) 公表された又は開発中の教育的資料に関して、質問又はコメントがあるか。 

(2) TPT の資料を基礎として移行計画についての開示に関する教育的資料を開発するた

めに ISSBが採るアプローチに関してコメントはあるか。 

SSAF会議での議論の概要 

13. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 法域のコミュニティを支援するため、教育的資料の翻訳に積極的に取り組んでおり、

大学教授が参加する学術的なワーキング・グループを設置したが、教育的資料の翻

訳を授業で使用することができるか確認したい。 

(2) ISSB 基準と TPT の資料との間には根本的な相違があるため、TPT の資料に基づいた

教育的資料の開発には懸念がある。また、TPTの資料は、30産業のガイダンスと 7産

業の詳細なガイダンスで構成されていることを考慮すると、ISSB の教育的資料に取

り入れるにあたり明確なアプローチを検討することが不可欠である。さらに、産業

別基準に対する ISSB の戦略との関係をどのように整理していくのかについても確

認したい。 

(3) 我々の法域では、移行計画に関する開示のガイダンスを最終化したところである。

我々のガイダンスと、ISSB が開発することを予定している TPTの資料を基礎とした

教育的資料との間で、開示の分断が生じることを回避するべく、相互運用可能性を

促進する取組みを提案する。 
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VI. SASBスタンダードの向上 

議題の概要 

14. ISSBは、2024年 4月のボード会議において、今後 2年間の作業計画に「SASB スタンダー

ドの向上」プロジェクトを追加することを暫定決定し、2024 年 5 月からボード会議にお

いて当該プロジェクトに関する審議を行っている3。 

15. 本セッションでは、ISSB担当スタッフから、SASBスタンダードの向上に関して実施した

アウトリーチや関係者との対話について説明がなされ、次の項目について意見交換が行

われた。 

(1) SASBスタンダードの優先順位 

(2) 法域における基準設定プロセスにおいて、関係者と効率的に対話する方法の提案 

(3) 「持続可能な産業分類システム®（SICS®）」（以下「SICS」という。）の潜在的な向上

又は SASBスタンダードの向上に関する作業の次の段階で優先されるべき産業 

SSAF会議での議論の概要 

16. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 我々の法域では、現在 SASBスタンダードの評価を実施している。石油及びガス産業

の SASBスタンダードに関して、二酸化炭素を回収し貯留する技術（ブルー・カーボ

ン等）が考慮されていないと考えられるため、低炭素エネルギーに関する産業を再

分類すべきである。また、金融産業についても、我々の法域における指標等を追加す

ることを提案する。我々の文化や規則に合っていないガイダンスの適用を強制され

ることがないことを期待する。 

(2) SASB スタンダードでは、識別されたリスクが、どの指標に関連するか（例えば、移

行リスク又は物理的リスクがどの指標に関連するか）不明瞭である。 

 また、金融機関が投資先を評価する際に用いる炭素集約度等の原単位が指標に含

まれていないとのフィードバックが、関係者から寄せられている。 

 さらに、SASB スタンダードは、ある地域に特有のリスク及び機会には対応してい

ないため、その点について明記すべきである。 

 ところで、SASBスタンダードの向上プロセスにおいて「IFRS S2 号の適用に関す

 
3 直近で実施された審議では、2024 年 9 月のボード会議で、SASB スタンダードの向上の議論にあたり、

SASB スタンダードの構造及び内容が要約された。また、2024 年 12 月のボード会議では、ISSB スタッ

フからプロジェクト活動の更新が報告され、関係者からのフィードバックについて議論された。 
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る産業別ガイダンス」（以下「産業別ガイダンス」という。）も見直すことになるの

か。また、温室効果ガス排出に関しては、技術革新のスピードが速いため、SASB ス

タンダードを常に適切な状態に維持するための体制を検討することが望ましい。 

(3) （（2）の発言に関して）SASB スタンダードには「活動指標」があり、投資者が「活

動指標」の中から分母に使用したいものを選択できるようにしている。また、SASB

スタンダードと「産業別ガイダンス」は、差異が生じないように維持していくことに

なると考えられる。（ISSBスタッフ） 

(4) 我々の法域では、投資者も作成者も産業別開示の重要性を認識しており、ISSB の産

業別アプローチを強く支持している。ただし、優先度が高い産業から除外された自

動車産業、エンジニアリング及び工事サービス産業等は、特に人的資本を含む複数

のトピックに関連していることから、次に ISSBが検討する産業に含めることが適切

であると考える。 

(5) 年金基金の指標についても SASBスタンダードに含めることが適切と考える。 

(6) サステナビリティ報告は、産業横断的情報、産業別情報及び企業別情報の 3 層から

成ると考えられるが、本プロジェクトにおいて、産業横断的情報についてはどのよ

うに対応するのか。 

 また、産業分類システムについては、「サステナビリティ産業分類システム」

（SICS）、「欧州共同体経済活動統計分類」（NACE）又は国際的な産業分類（例えば、

国連の推奨する分類など）との間の調整について議論することが有用と考える。多

少の労力でこれらの間の相違を最小限に抑えることができる可能性がある。 

 

VII. 生物多様性、生態系及び生態系サービス（BEES）並びに人的資本 

議題の概要 

17. ISSBは、2024年 4月のボード会議において、今後 2年間の作業計画に、生物多様性、生

態系及び生態系サービス（以下「BEES」という。）並びに人的資本に関するリサーチ・プ

ロジェクトを追加することを決定した。 

18. 本セッションでは、ISSB 担当スタッフから、BEES及び人的資本に関するリサーチ・プロ

ジェクトにおけるリサーチ領域4ごとの調査結果及び次の段階で焦点を当てる作業等の説

 
4 リサーチ領域は、投資者の関心の証拠、企業の見通しに対する影響の証拠、既存の基準及びフレーム

ワーク、並びに現在の開示の状況である。 
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明がなされ、ISSB担当スタッフから提示された次の質問に沿って意見交換が行われた。 

(1) リサーチ・プロジェクトのデザイン及びアプローチに関して質問又はコメントはあ

るか。 

(2) プロジェクトの 4 つのリサーチ領域における調査結果に関してコメントはあるか。 

SSAF会議での議論の概要 

19. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 一部の上場企業の開示を調査したところ、最も参照されていたフレームワークは

SASB スタンダードであったが、開示の質や程度はテストしていない。また、鉱業に

おける水管理のように産業に固有のフレームワークを参照しているケースも見られ

た。 

(2) プロジェクトのより詳細な時間軸を示してほしい。リサーチの期間が長すぎると、

全体としての勢いを失いかねないため、効率的に作業を進め、関係者の関心を喚起

し、グローバル市場において ISSB基準が不可欠であることを示す必要があるのでは

ないか。 

 人的資本に関して、人材確保の論点を検討する予定はあるか。特に半導体産業や

AI産業では、人材確保を非常に重視している。 

(3) （（2）の発言に関して）定着率や離職率といった指標の文脈において関連性がある

との認識であるが、プロジェクトの第 2 段階以降において、さらなる調査が必要と

考えている。（ISSB スタッフ） 

(4) CSRDでは、一定の規模の EU域外企業にもグループ・レベルで特定の事項に関する報

告を求めることを検討している。この点に関して制度間のシナジーを活用できれば

有用であると考える。 

 

VIII. アジェンダ計画 

議題の概要 

20. 本セッションでは、ISSB担当スタッフから、SSAF会議の今後のアジェンダ計画について

説明がなされ、SSAFメンバーによる質疑応答が行われた。 
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SSAF会議での議論の概要 

21. 参加者からの主な発言は次のとおりである。 

(1) 適切な人材が会議へ参加できるよう、会議日程を明確にしてほしい。 

 

以 上 


